
議案第30号 

 

専決処分の承認について 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9 条第１項の規定により、別紙のとおり専決

処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

  平成30年４月13日提出 

 

                          逗子市長 平 井 竜 一  

 

（提案理由） 

 国民健康保険法施行令（昭和33年政令第3 6 2号）の一部改正に伴い、一般被保険者に

係る賦課総額の算定方法が変更となること等について改正する要あることから、逗子市

国民健康保険条例の一部を改正する条例は、緊急を要したため専決処分したので、承認

を求めるため提案する。 

 



専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第1 7 9条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

  平成30年３月30日 

 

逗子市長 平 井 竜 一 

 

逗子市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

 （別紙のとおり）



逗子市国民健康保険条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  平成30年３月30日 

 

                      逗子市長 平 井 竜 一      

 

逗子市条例第14号 

 

逗子市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

逗子市国民健康保険条例（昭和34年逗子市条例第13号）の一部を次のように改正する。 

目次中「市が行う国民健康保険」の次に「の事務」を加え、「国民健康保険運営協議会」

を「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」に改める。 

第１章の章名を次のように改める。 

第１章 市が行う国民健康保険の事務 

第１条中「国民健康保険」の次に「の事務」を加える。 

第２章の章名を次のように改める。 

第２章 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

第２条の見出し中「国民健康保険運営協議会」を「市町村の国民健康保険事業の運営

に関する協議会」に改め、同条中「国民健康保険運営協議会」の前に、「国民健康保険法

（昭和33年法律第1 9 2号。以下「法」という。）第11条に基づく」を加える。 

第６条の５第４号中「国民健康保険法（昭和33年法律第1 9 2号。以下「法」という。）」

を「法」に改める。 

第８条の２中「被保険者である世帯主及びその」を「世帯主の」に、「第29条の７第１

項」を「第29条の７第１項第１号」に、「同項に規定する後期高齢者支援金等賦課額」を

「国民健康保険法施行令第29条の７第１項第２号に規定する後期高齢者支援金等賦課額」

に、「同項に規定する介護納付金賦課被保険者」を「国民健康保険法施行令第29条の７第

１項第３号に規定する介護納付金賦課被保険者」に、「同項に規定する介護納付金賦課額」

を「国民健康保険法施行令第29条の７第１項第３号に規定する介護納付金賦課額」に改

める。 



第８条の３第１項第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の額から当該給付

に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生

活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、

高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用（一般被保険者に係るも

のに限る。）の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第22条の規定により読み替えられた法第75

条の７第１項の国民健康保険事業費納付金をいう。以下この条において同じ。）の

納付に要する費用（県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、県

の国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定によ

る後期高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、高齢者医療確保

法の規定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）及び介護

保険法（平成９年法律第1 2 3号）の規定による納付金（以下「介護納付金」とい

う。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ 法第81条の２第４項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第81条の２第９項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金の償還に要す

る費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給

付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時

生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、

高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに県が行う国民

健康保険の一般被保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用

（県の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び

病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）

及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額を

除く。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 



ア 法第74条の規定による補助金の額 

イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける

補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関

する特別会計において負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護

納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このイにおいて同じ。）に係

るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第75条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金（エにおいて「国民健

康保険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の療養の給付等に要する

費用（法附則第22条の規定により読み替えられた法第70条第１項に規定する療養

の給付等に要する費用をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費

用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられた法第

72条の３第１項の規定による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職

被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）の額 

第12条の５の２第１項第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康

保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等

の納付に要する費用に係る部分であって、県が行う国民健康保険の一般被保険者に

係るものに限る。次号において同じ。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける

補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び

同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられ

た法第72条の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

第12条の６第１項第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康



保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部

分に限る。次号において同じ。） 

⑵ 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける

補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び

同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により読み替えられ

た法第72条の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

第21条の２第２項中「届出は」を「届出に当たり」に、「を提示して行わなければ」を

「の提示を求められた場合においては、これを提示しなければ」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の逗子市国民健康保険条例の規定は、平成30年度分の賦課総

額から適用し、平成29年度分までの賦課総額については、なお従前の例による。 

 


